
障害者虐待防止と
指定上の関わりについて
滋賀県健康医療福祉部障害福祉課 企画・指導係
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事業所における取組について（義務）
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やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ
を得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。

利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利
用者の行動を制限する行為を行ってはならない。

身体拘束等の禁止

身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
① 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底
② 身体拘束等の適正化のための指針を整備
③ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）
の定期的な開催と、委員会での検討結果の従業者への周知徹底

従業者への虐待の防止のための研修を定期的に実施

虐待の防止

虐待の防止等のための責任者の設置

三要件

いずれも年1回以上の実施・開催が必要
両研修・委員会は一体的に実施することも差し支えないが、記録において双方の内容について研
修・検討・議論が行われたことがわかることが要件となる
⇒周知（回覧）も義務であることも踏まえ、記録が保管され、その内容が確認できることをもって
要件満たすかを判断する



施設従事者による障害者虐待の対応フロー
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報告 ①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表

①虐待事実確認調査実施
②虐待認定の判断

① 通報内容等から監督権限の行使が必要と考えられるような事案である場
合（悪質・調査や指導に応じない等）

② 援護主体となる市町が複数・広域に及ぶ場合
③ 物理的条件から虐待認定後のフォローが困難な場合
④ 施設従事者虐待への対応の経験が少なく県からの助言を調査段階から求
める場合

市・町と県で連携するケース



指定上の権限を行使する場合
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障害者虐待にもとづく調査に応じない
改善に取り組まない・改善しない

市町

県

情報共有、共同での事実確認調査

当
該
事
業
所
等

虐待認定・改善
指導

指導・監査
（監督権限の行使）

被虐待者がその後も継続してサービスを
受ける上での視点

事業所の運営・利用者全体への支援
の視点

県内：
重大なもの、頻発している場合に「勧告」「特別監査」等の権限行使の例
他府県・自治体：
「指定取消、一部または全部効力停止」等の行政処分の例

（悪質な虐待⇒障害者総合支援法第50条 人格尊重義務違反）



施設従事者による障害者虐待の対応について
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施設・事業所での改善の契機となる重要なプロセス

虐待認定とその後の改善取組

県は事業所の監督官庁として監査・事案に応じて、権限を行使

支給決定市町

県

支給決定市町については、本人支援の視点で、事実確認調査の実
施、その結果を踏まえ事業所に対して改善を求めていく

利用者の権利擁護と、事業所の改善に向けたもの

事業者や職員を罰するものではなく



タイトル

6※令和４年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）から抜粋


